
スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

クリエイティブジャパン株式会社 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

■すでに認められている優位性
電動キックボードは世界的に大流行していますが、当社製品は日本の公道で安全に走行できるように開発
したものです。
道路運送車両法の保安基準に合わせて設計開発したことにより、電気系統の故障や発火の恐れがありま
せん。また、配線等はボディの内部を通しているため、断線の恐れがなく、見た目や質感も優れたものと
なっています。後から保安部品等を取り付けた改造車とは一線を画すものです。
原動機付自転車のカテゴリーでナンバー登録ができますので、自賠責保険はもちろん、任意保険にも加入
することができます。
安全性や注目度の高さ、斬新なデザインと製品への技術力が認められ、2020東京オリンピック・パラリン
ピックの聖火リレーに使われることが決定しています。
JOC（日本オリンピック委員会）と全国47都道府県の全ての警察署で個別に申請をし、製品使用の許可を
得ました。製品への信頼の証であると自負しております。
■構造上の特徴
電動キックボードとしては非常に珍しく前輪1つ、後輪２つの合計３つのタイヤを備えています。弊社の調べ
では、従来の二輪の電動キックボードでは、約8割の人が乗るのが怖いと感じているとのことです。しかし、
弊社の三輪キックボードでは、8割を超える方が乗ってみたいと回答しています。
二輪のキックボードに比べて転倒の心配が少ないため、年代や性別を問わず、普通運転免許（または原付
免許）さえ持っていれば安全に乗車できるものとなっています。また、取り外し可能なサドルを取り付けるこ
とにより、座って運転できるようになりますので、高齢者にとっても安全かつ快適な乗り物と言えます。
前輪にはゴムタイヤを採用し、悪路の走行時の衝撃を緩和するとともに、パンクの心配を解消しました。後
輪については乗り心地を考慮して空気タイヤを使用しています。
さらに、高性能なサスペンションを搭載することで、凹凸やアップダウンの激しい道路の衝撃を吸収し、快適
な乗り心地を実現しました。
独特の浮揚感を感じながらの安定した走行は、弊社の三輪キックボードならではの楽しさです。
ワイドボディにすることにより、安定した走行性を確保しつつ、道路を共走する他車からの認識性も向上さ
せ、運転者の心理的不安を取り除きました。なお、折りたためばコンパクトになりますので、省スペースで収
納でき、車のトランクに積むことも可能です。
■省エネルギー
充電には家庭用コンセントを利用できます。電気コストは1回9円で、排ガスもありませんので、環境にも優
しい製品となっています。

■観光客の利便性向上
観光産業は離島の振興策として有望なものですが、問題点として現地での交通の便の悪さが挙げられま
す。
徒歩での移動では、道中での発見や出会いを期待できますが、その反面、疲れる、遠くまでいけないという
デメリットがあります。一方、車やバスなど乗り物での移動は楽ですが、目的地に到達するだけとなり、道中
の楽しさを見逃してしまうという残念な面があります。
弊社の三輪電動キックボードなら、疲れを感じることなく、徒歩の感覚で道中を楽しむことができます。適度
なスピードで安定走行できますから、島内を寄り道しながら巡り、島の魅力を隅々まで感じていただくことが
できます。移動を手段から目的に変えてくれる、徒歩と乗り物の「いいとこ取り」の製品です。
■島民にとっての利点
離島の人口を保つことは重要な課題ですが、第三次産業がおもな働き口では、若者の流出を食い止める
ことは困難ですし、移住者を集めることもままなりません。
そこで、三輪キックボードを島でのビジネスの起点とすることを提案いたします。
三輪キックボードの導入には特別な専門知識は必要ありません。また、導入コストは電動アシスト自転車と
変わりませんが、レンタル収益はその何倍も得られますので、若者に起業の機会を与えるのに最適なビジ
ネスであると考えられます。
島在住の若者に三輪キックボードの運用を任せ、ビジネスを興すことは、島での雇用促進や観光客誘致な
ど活性化につながります。
さらに、島在住の若者に限らず、この事業を行う移住者を募集するという展開も可能です。
原付バイクの燃油コストが50kmで160円＝10km走行で32円であるのに対し、弊社のキックボードの充電コ
ストは40kmで約9円、10km走行で2円と安価です。
この圧倒的な低コストにより、観光産業のみならず、高齢者宅への訪問や買い物、ちょっとした移動等のさ
まざまなビジネスやサービスでの活用が検討できます。

下記のうち、該
当するものを○
で囲んでくださ

い。

交通・モビリティ
エネルギー

物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・人
材育成
その他

様式１
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

観光客を島へ誘致するには、さまざまな手法があると思われますが、コストを抑えて目玉を考える事が一番のポイントであ
ると考えられます。
現代の若者の消費体系は「コト消費」であり、カップルが同じ経験や共同作業を行うことを好む傾向にあります。
島に観光の目玉があればもちろん魅力的ですが、特にこれといった名所のない島でも、この電動キックボードで島とふれ合
い、景色を見渡し、浮遊するような乗り心地で島内を散策することは貴重なアクティビティとなり得ます。
三輪キックボードは、聖火リレーに使われることにより今後マスコミの注目度もアップすることが予想されます。島に来た観
光客が話題のキックボードをレンタルし、島内を散策しながら魅力を発見する姿を容易に想像することができます。
また、閑散期や予約のない日には、島民の生活移動にも使えるというメリットも強調しておきたいところです。

（３）その他

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

木村裕一
03-6409-6855
090-4706-0120 info@qreative-jp.com
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

■富士通株式会社
・オンデマンド交通サービスHP
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/business-technology/future-mobility-accelerator/on-demand-traffic/
■PerceptIn Japan合同会社
・HP
https://www.perceptin.io/jpn
・福岡県福岡市貝塚公園で、低速自動運転マイクロモビリティ（2人乗り）の実証実験実施（2019/9/21〜23）
・浜松市実証実験サポート事業に採択（2019年）

（３）その他

人口減少、少子高齢化が進展する中、特に離島振興法が対象とする78地域の250超の有人島（約38万人居住）
においては、交通事業者の不在、ドライバー不足より、公共交通ネットワークの縮小やサービス水準の一層の低
下が懸念されている。地域交通は、特に自動車を運転できない学生や高齢者、観光客等にとって不可欠な存在
であり、地域の活力を維持し、強化するためには、地域交通の充実を図ることが重要である。ドライバー確保が
難しい離島を対象に自動運転システムとマッチングシステムを搭載したマイクロ・ロボットタクシーを活用し、島内
においてニーズが高い人流・物流（日用品販売、宅配便など）サービスの持続可能性確保や島内外を結ぶフェ
リー等の接続性を考慮した移動サービスを提供し、離島に於ける一次交通と二次交通のベストミックスの実現を
目指す。本事業を通じてマイクロ・ロボットタクシーの運用・技術面（交通利便性の向上、交通安全の確保、運行
方式、他交通手段との連携等）、事業採算面（持続可能な運営体制、持続可能なビジネスモデル等）、社会受容
面（サービス利用者及び近隣住民の社会受容性等）を検証したいと考えている。

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

富士通株式会社
Ｍｏｂｉｌｉｔｙシステム事業本部

プラットフォーム事業部
金載烈（キムゼヨル） 090-7007-4788 kim.jaeyoul@jp.fujitsu.com

富士通株式会社、PerceptIn Japan合同会社 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

両社は、2019年3月に開始された平城宮跡歴史公園スマートチャレンジに参画し、コンピュータビジョンを中心に
した自動運転システム（※①）を開発しているPerceptInの自動運転技術と低速電動車両を活用した「マイクロ・ロ
ボットタクシー」（※②）の現在位置や定員人数といった情報と、利用者の人数、時間、乗降する停留所といった
予約情報を富士通の「オンデマンド交通サービス」上でマッチングさせることで、公園内を自動運転で周遊する車
両と複数停留所での乗降ニーズに応じて効率的に配車できることを2020年1月～2月に検証した。

※①コンピュータビジョンを中心にした自動運転システム：一般的に使用されているLiDARを中心にした自動運
転システム（約数千万円）より低コストで実現可能な自動運転システム（約数百万円）。
※②マイクロ・ロボットタクシー：最寄り駅と自宅間のラストワンマイル、地域住民の生活の足、そして観光スポッ
ト間の移動など、公共交通や既存の交通手段を補完する、新しいコンセプトのマイクロモビリティ。

様式１

＜オペレータアプリ＞
• 予約管理
• 運行管理
• 車両管理

予約

指示

迎車

＜ドライバーアプリ＞
• 予約情報
• 乗降管理
• ナビゲーション

コンピュータビジョンを
中心にした
自動運転システムを
搭載した
低速電動車両

（セーフティドライバー）（地域住民、観光客等）

（オペレーター）

送信

オンデマンド交通サービス

予約
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 このたび、ネッツトヨタ瀬戸内株式会社（本社：愛媛県松山市、取締役社長：平松龍一、以下、ネッツトヨタ瀬戸内）

は、試乗車などの遊休車両を利用した従業員向け乗合通勤に、富士通株式会社（本社：東京都港区、代表取締役

社長：田中達也、以下、富士通）のクラウドサービス「FUJITSU Mobility Solution SPATIOWL オンデマンド交通サー

ビス」（以下、「オンデマンド交通サービス」）を採用し、4 月17 日より本格運用を開始しました。 

  

運転手や乗合者となる従業員が事前に専用WEB ページで申請した住所や、出発・乗合希望時刻、車両の空き

状況などの情報を「オンデマンド交通サービス」上でマッチングさせ、出退勤時の効率的な乗合通勤を支援します。

乗合通勤に使用する車両についても稼働状況の可視化が可能となり、営業時間前後に遊休状態となる試乗車な

どを活用するため、車両を有効活用できます。また、乗合によって社内コミュニケーションが活性化され、さらには

出社・帰宅時刻の平準化が進むことで、時間や効率を意識した働き方改革にもつながります。 

 

第一弾として、ネッツトヨタ瀬戸内中央店（愛媛県松山市）の従業員を対象に運用開始し、今後は 2019 年9 月ま

でに、全7 店舗（遊休車両200 台、従業員250 名）での運用を目指します。 

 

 

 【 背景 】 

 商品の所有から利用へといった風潮や、慢性的な渋滞問題という社会課題への対応が求められる中、ネッツト

ヨタ瀬戸内では 2018年から、試乗車や代車などの遊休車両を活用した地域の移動課題解決に貢献するサービス

を検討してきました。今回通勤時間帯に着目し、マイカーの代わりに遊休車両を活用した乗合通勤サービスに富

士通の「オンデマンド交通サービス」を適用し、全社展開に先立ちネッツトヨタ瀬戸内中央店で運用を開始しまし

た。 

 

【 乗合通勤サービスの概要 】 

ネッツトヨタ瀬戸内の管理部門が運営する専用WEB ページに登録した運転手と乗合者の乗車場所や送迎希望

時間、目的地、車両の空き状況などの情報から、富士通の「オンデマンド交通サービス」上で所要時間を計算し、

リアルタイムで自動的にマッチングを行います。マッチング結果により運転手に対しては乗合者情報を、乗合者に

は乗車可能な運転手の情報をそれぞれが所有するスマートフォンやタブレットへ自動送信します。また、希望が

あれば乗合者が運転を交代して行うことも可能です。 

 

 

2019 年4 月17 日 
ネッツトヨタ瀬戸内株式会社 

富士通株式会社 

ネッツトヨタ瀬戸内と富士通、遊休車両を活用した 

従業員向け乗合通勤サービスの運用を開始 
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「オンデマンド交通サービス」を活用した乗合通勤サービス 

 

【 今後について 】 

今後、両社は乗合通勤サービスの改善、拡大にむけて継続的に検討を行い、通勤費補助削減やマイカー通勤

している従業員の自家用車維持費用負担の軽減、さらには地域社会に対して通勤時間帯における渋滞緩和の実

現を目指します。これにより、地域・企業・従業員の三者が Win-Win-Win となる関係を構築し、同様の課題を抱え

る地域・企業への展開を推進していきます。また、ネッツトヨタ瀬戸内は、本サービスを実施する中で蓄積したノウ

ハウを活かし、シェアリングビジネスへの参入に向けた新しいビジネスモデルの検討を行っていきます。 

 

【 「オンデマンド交通サービス」の概要 】 

自治体や公共交通事業者、サービス提供事業者向けに、送迎可能な車両の現在位置と移動を希望する利用者

ごとの目的地・希望時間をプラットフォーム上で自動マッチングさせ、利用者に効率的かつ安価な移動手段を提供

する富士通のサービスです。 

 

【 商標について 】 

記載されている製品名などの固有名詞は、各社の商標または登録商標です。 

以  上 

 

【 関連Web サイト 】 

・ネッツトヨタ瀬戸内株式会社（http://www.netzsetouchi.jp/） 

・「FUJITSU Mobility Solution SPATIOWL オンデマンド交通サービス」紹介サイト

（http://www.fujitsu.com/jp/solutions/business-technology/mobility-solution/spatiowl2/on-demand-traffic
/） 

 

≪お客様お問い合わせ先≫ 

ネッツトヨタ瀬戸内株式会社 

総務部 

電話：089-922-8701（直通） 
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富士通株式会社 

富士通コンタクトライン（総合窓口） 

電話：0120-933-200 

受付時間：9 時～17 時30 分（土曜日・日曜日・祝日・富士通指定の休業日を除く） 

 

 

≪報道関係者お問い合わせ先≫ 

ネッツトヨタ瀬戸内株式会社 

総務部 

電話：089-922-8701（直通） 

 

富士通株式会社 

広報IR 室 

電話：03-6252-2174（直通） 
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≪報道関係者お問い合わせ先≫  電話：03-6252-2174（直通）  広報 IR 室  大谷、茂木 

                            

 

 

 
 

 

  

 福島県伊達市（市長 ：仁志田昇司、以下、伊達市）と富士通株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：田中

達也、以下、富士通）は、伊達市が推進する共助社会構築推進事業の一環として、富士通が提供する位置情報を

活用したクラウドサービス「FUJITSU Mobility Solution SPATIOWL（フジツウ モビリティ ソリューション スペーシオ

ウル）」（以下、SPATIOWL）を活用した地域住民助け合いによる遊休車両を利用した乗合送迎サービスの実証実

験を、伊達市月舘町糠田地域の住民を対象に、2018年2月から3月まで実施します。 

 本実証実験では、予め登録された運転手となる地域住民の送迎可能な時間や現在位置と、移動を希望する利用

者ごとの目的地から最適な車両をマッチングさせ、利用者に効率的かつ安全な乗合送迎サービスを提供し、その

有効性を検証します。送迎車両には、位置や速度などのデータを収集する端末を取り付け、アクセルやブレーキ

の操作など、様々な視点から分析した安全運転評価データを作成し、このデータの有効性も評価します。 

両者は、今回の実証実験を通じて、少子高齢化・過疎化が進む自治体や公共交通手段の確保が難しい地域に

おいて、効率的で利便性が高く、かつ安全な交通手段を提供することで地域活性化を図るとともに、ごみ出しや雪

かきなど移動に限らない生活の様々な困りごとを地域内で助け合う共助社会の実現を目指し、本サービスを発展

させていきます。 

 

【 背景 】 

 伊達市では2017年より、共助社会推進構築事業の取り組みとして、一人暮らしの高齢者世帯などが抱える日常

生活の様々な困りごとを地域住民による助け合いで支援する社会を目指し、支援依頼の電話受付や、地域人材へ

の打診、支援結果（支援内容、支援時間）管理などの実証業務を行っています。この取組みにおいて、車両による

送迎支援のニーズがあったため、移動したい利用者と送迎する支援者との最適なマッチングを実現する、ICTを活

用したシステムの導入が必要とされています。また、システムの導入にあたっては法規制への対応や、安全安心

面への配慮、地域の交通事業者との共存を図っていくことも課題となっています。 

これらの課題を解決するため、タクシーやバスなど既存の交通手段とエリアとの棲み分けをしつつ、運転手とな

る地域住民の有志と、送迎希望者の位置情報などを富士通の「SPATIOWL」を活用して効率的にマッチングする仕

組みを構築しました。そこでこのたび乗合送迎サービスの有効性を検証します。 

 

【 実証実験の概要 】 

1. 実証期間 

2018年2月～2018年3月 

 

2. 実施場所 

福島県伊達市月舘町糠田地区 

 2018年1月17日 
伊達市 

富士通株式会社 
 

伊達市と富士通、遊休車両を有効活用した 

乗合送迎サービスの実証実験を開始 
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3. 目的 

利用者（地域住民） ： 予約の利便性や移動手段としての安全性など、交通手段としての適性評価 

運営者（伊達市） ： 利用者満足度の確認、および安全運転評価データから安全性向上への有効性評価 

 

4. 実証内容 

 
実証実験のシステムイメージ 

 

 市が委託しているコールセンターが、富士通が提供する専用WEBページで申請を受け付けた利用者の送迎

希望時間や乗車場所、目的地と、富士通の「SPATIOWL」でデータベース化された登録運転手の送迎可能時間

や位置情報などから、所要時間を計算し自動的にマッチングを行います。マッチング結果により送迎可能な運転

手に対しては、運転手が保有するスマートフォンやタブレット端末に送迎依頼を自動送信します。運転手の送迎

可能な時間内であれば乗合も可能です。このシステムにより、住民の利便性の向上を検証します。 

また、運転手の安全運転評価を行うため、法人向けの安全運転評価のクラウドサービスを提供する株式会社

スマートバリュー（本社：大阪市西区、代表取締役社長：渋谷順）の協力のもと、運転手の車両に位置情報や速度

などのデータを収集する同社が提供する端末を取り付け、アクセルやブレーキの操作など、様々な視点から分

析した安全運転評価データを作成し、市が安全運転評価を行います。この評価データについて、利用者が運転

手を選択する際の指標や、運営主体となる伊達市による運転手への教育などへの有効性を検証します。 

   

運行エリア（月舘町糠田地域）                    安全運転評価データ（例） 
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【 今後について 】 

伊達市は、今回の実証実験の結果をもとに、対象エリアの拡大や同地域で既に運行しているデマンド交通への

適用、病院や介護送迎への本格活用など、サービスの実用化に向けて検討していきます。また、移動だけでなく

生活の様々な困りごとを地域内で助け合うサービスに発展させていきます。 

富士通は、今後、利用者の位置情報、移動実績情報などの蓄積データをAI 技術「Human Centric AI Zinrai（ジン

ライ）」で分析し、利用者それぞれの特性や嗜好に沿った新たな移動需要の喚起や混雑緩和に活用し、さらなる地

域活性化に貢献します。また、同様の課題を抱える他の自治体や交通事業者へ展開していきます。 

 

【 商標について 】 

記載されている製品名などの固有名詞は、各社の商標または登録商標です。 

以  上 

 

 

【 関連Webサイト 】 

・伊達市 共助社会構築推進事業について（http://www.city.fukushima-date.lg.jp/uploaded/attachment/31663.pdf） 

・「SPATIOWL」紹介サイト（http://www.fujitsu.com/jp/solutions/business-technology/mobility-solution/spatiowl2/） 

・株式会社スマートバリュー（https://www.smartvalue.ad.jp/） 

 

≪お客様お問い合わせ先≫ 

富士通コンタクトライン（総合窓口） 

電話：0120-933-200 

受付時間：9時～17時30分（土曜日・日曜日・祝日・年末年始を除く） 
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第一交通産業株式会社（本社：福岡県北九州市、代表取締役社長：田中亮一郎、以下、第一交通）と、富士通株

式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：田中達也、以下、富士通）はこのたび、地域公共交通活性化を実現

する、新しいモビリティサービスの提供に向け協業を開始しました。第一弾として、過疎化が進む自治体や公共交

通手段の確保が困難な地域において、第一交通が提供する乗合タクシーに富士通のクラウドサービス「FUJITSU 

Mobility Solution SPATIOWLオンデマンド交通サービス」（以下、「オンデマンド交通サービス」）を適用したオンデマ

ンド型乗合タクシーの提供を2019年3月より開始します。 

 

【 背景 】 

地方の過疎化や少子高齢化が進む中、高齢者免許返納や既存交通機関の廃線などにより目的地までの移動

が困難な地域において、自家用車や鉄道、バスなどに代わる交通手段として乗合タクシーが注目されています。 

本協業の下、移動を希望する利用者の利便性向上と、第一交通における配車管理業務の効率化を実現するた

め、第一交通が46市町村144路線（2019年2月現在）で展開する乗合タクシー導入地域において、オンデマンド

型乗合タクシーを展開していきます。これにより、地域における最適な交通手段を実現するとともに、国土交通省

総合政策局が「地域公共交通確保維持改善事業」の2020年度目標として掲げる700市町村へのオンデマンド交

通の導入に貢献します。 

 

【 「オンデマンド交通サービス」の概要 】 

自治体や公共交通事業者、サービス提供事業者向けに、送迎可能な車両の現在位置と移動を希望する利用者

ごとの目的地・希望時間をプラットフォーム上で自動マッチングさせ、利用者に効率的かつ安価な移動手段を提供

する富士通のサービスです。 

 

【 両社の役割 】 

＜第一交通＞ 

1． 「オンデマンド交通サービス」を適用した乗合タクシーの導入計画を検討し、各自治体の課題やニーズにあ

った地域密着サービスによる住民支援を実施します。 

2． 利用者のニーズやデータを活用し、乗合タクシーを一般タクシーや鉄道、路線バスなど他の交通機関と連

携させ、予約や乗り継ぎ案内、決済をワンストップ化するサービスなどの新しいモビリティサービスへの発

展に向けた検討を行います。 

 

＜富士通＞ 

1． 乗合タクシーを運営する第一交通に、利用者向けスマートフォン・タブレット予約機能、最適車両の自動マッチ

ング機能、運行実績の自動集計レポーティング機能などを備えた「オンデマンド交通サービス」を提供します。 

2． 「オンデマンド交通サービス」を、第一交通が目指す地域公共交通活性化に貢献する新しいモビリティサービ

スへ発展させるため、サービスロードマップを検討します。 

 

 

２０１９年 ３月 ８日 
第一交通産業株式会社 

富士通株式会社 
 

第一交通と富士通、地域公共交通活性化に向け協業 

新サービスの第一弾としてオンデマンド型乗合タクシーの提供開始 
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＜オンデマンド型乗合タクシーの予約画面イメージ＞ 

 

今回の協業の第一弾として、自治体へのオンデマンド型乗合タクシーサービスの共同提案を開始し、今後第一

交通が乗合タクシー事業を展開する全国46市町村144路線へ拡大していきます。また、両社は、本協業による取

り組みにおいて収集した利用者のニーズやデータを活用し、さらなる利便性向上や、地域活性化に貢献する新し

いモビリティサービスの提供に向けて、異業種連携によるエコシステム化を進め、持続的サービスとして確立して

いきます。 

 

 

＜目指す姿＞ 

 

【 商標について 】 

記載されている製品名などの固有名詞は、各社の商標または登録商標です。 

 

【 関連Webサイト 】 

・第一交通産業株式会社（http://www.daiichi-koutsu.co.jp/） 

・「FUJITSU Mobility Solution オンデマンド交通サービス」紹介サイト

（http://www.fujitsu.com/jp/solutions/business-technology/mobility-solution/spatiowl2/on-demand-

traffic/） 

  以上 
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 3 

 

 

≪本件に関する問い合わせ≫ 

第一交通産業株式会社 

交通事業部 営業推進課 

電話：０９３－５１１－８８３０ 

 

富士通株式会社 

富士通コンタクトライン（総合窓口） 

電話：０１２０－９３３－２００ 

受付時間：９時～１７時３０分（土曜日・日曜日・祝日・年末年始を除く） 
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PerceptIn Japan合同会社（注1）（以下、パーセプティン）は、現在行っている奈良県奈良市の国営平城宮跡歴史公園での

自動運転バスの実証実験において、富士通株式会社（注2）（以下、富士通）のオンデマンドでの配車を実現するクラウドサ

ービス「FUJITSU Future Mobility Accelerator オンデマンド交通サービス」（以下、「オンデマンド交通サービス」）を採用し、1

月18日より運用を開始します。 

 

今回の実証実験では、パーセプティンが開発した自動運転技術と低速電動車両を活用した「マイクロ・ロボットタクシー」(注

3)の現在位置や定員人数といった情報と、利用者の人数、時間、乗降する停留所といった予約情報を「オンデマンド交通サ

ービス」上でマッチングさせることで、自動運転で周遊する車両と複数停留所での乗降ニーズに応じて効率的に配車すること

が可能となるかを検証します。 

 

【 背景 】 

パーセプティンは、「マイクロ・ロボットタクシー」による来場者の回遊性の促進やアトラクションとしての集客力の検証、及

び商用サービスとして提供するための運用面や技術面の課題抽出を目的に、2019年11月より国営平城宮跡歴史公園にお

ける8人乗り低速電動車両を活用した「マイクロ・ロボットタクシー」サービスの実証実験を行っています。これまで、国営平

城宮跡歴史公園内の周遊コースに設置された3つの停留所では、予約受付担当がトランシーバーで連絡を取り合いながら

各停留所の乗車可能人数をカウントし、先着順の乗車としていました。そのため、利用者にとっては、停留所に来たが満席で

乗れない、また今後いつ乗れるかもわからない状況でした。 

 

パーセプティンと富士通は、2019年6月3日より開始されたFUJITSU ACCELERATOR (注4)第7期へのパーセプティン

の参加をきっかけに、「マイクロ・ロボットタクシー」と「オンデマンド交通サービス」を連携させることで、地域における交通サ

ービスやビジネスモデルを両社で模索してきました。今回、本実証実験において、利用者の予約、配車、定員管理、車両位

置情報監視を実現する富士通の「オンデマンド交通サービス」を活用し、自動運転で周遊する車両を複数停留所での乗降ニ

ーズに応じ効率的に配車することが可能となるかを検証します。 

 

【 実証実験の概要 】 

1． 期間 

2020年1月18日、19日、2月1日、2日、15日、16日、29日、3月1日 

 

2． 実施場所 

国営平城宮跡歴史公園（所在地：奈良県奈良市） 

 

3． 実証内容 

本実証実験では、停留所にいる予約受付担当が利用者の人数、時間、乗降する停留所といった予約情報を、運行車両

内にいるセーフティードライバー(注5)が実際の乗降人数などの情報を専用のアプリケーションに入力します。それらの情

報と運行車両の現在位置や定員人数などの情報を「オンデマンド交通サービス」上でリアルタイムに自動的にマッチング

させることで、自動運転バス利用者の需要に応える配車・運行を適正に行えるかを検証します。 

 

パーセプティンは、自社開発した自動運転用のシステムとセンサーを、最大速度20キロ/時程で走行可能な電気自動

車に搭載し、セーフティードライバーを配備し、国営平城宮跡歴史公園を自動運転で周遊します。また、場内に3つの停留

 

2020年1月9日 

PerceptIn Japan合同会社 

富士通株式会社 
 

国営平城宮跡歴史公園での自動運転バスの実証実験で 

「オンデマンド交通サービス」を採用 

に採用 
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所を設置し、予約受付担当を配備します。 

 

富士通は、各停留所の予約受付担当が使用する、乗車定員に応じた予約受付、運行車両の予約情報管理や位置情報管

理のためのオペレータアプリを提供します。また、セーフティードライバーが使用する、各停留所で乗降する予約情報閲覧、

乗降車を管理するためのドライバーアプリを提供します。 

 

 

実証実験のシステム概要図 

 

 

自動運転ルートと停留所 

 

 【 今後について 】 

 パーセプティンと富士通は、本実証実験における検証結果を基に、「オンデマンド交通サービス」による自動運転車の呼

び出し、無人での確実な乗降管理の遂行など、地域活性化に貢献する自動運転によるモビリティサービスの提供に向け

て、お互いのシステムに求められる要件を抽出し、改善に向けて検討していきます。 

 

 

【 商標について 】 

記載されている製品名などの固有名詞は、各社の商標または登録商標です。 
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  【 注釈 】 

(注1) PerceptIn Japan合同会社：本社 東京都千代田区、日本法人代表Shaoshan Liu。 

(注2) 富士通株式会社：本社 東京都港区、代表取締役社長 時田隆仁。 

 (注3) マイクロ・ロボットタクシー：最寄り駅と自宅間のラストワンマイル、地域住民の生活の足、そして観光スポット間の移動など、公共       

交通や既存の交通手段を補完する、新しいコンセプトのマイクロモビリティ。 

(注4) FUJITSU ACCELERATOR：革新的なスタートアップの技術・製品と富士通グループの製品・ソリューション・サービスを組合せ、世の    

中へ新たな価値を提供することを目的に、豊富な顧客基盤を持つ富士通事業部門とのマッチングによる新たな事業機会の創出を    

目指す取り組み。 

  (注5) セーフティードライバー：自動運転車両に同乗し、タブレット端末操作によるスタート/ストップ指示、及び緊急時の対応を行う者。 

 

【 関連Webサイト 】 

・PerceptIn Japan社（https://www.perceptin.io/jpn） 

・「オンデマンド交通サービス」紹介サイト（https://www.fujitsu.com/jp/solutions/business-technology/future-mobility-

accelerator/on-demand-traffic/） 

・FUJITSU ACCELERATOR紹介サイト（https://www.fujitsu.com/jp/innovation/venture/） 

以上 

 

≪本件に関する問い合わせ≫ 

PerceptIn Japan合同会社 

担当：川手恭輔 

PiJapan.info@perceptin.io 

 

富士通株式会社 

富士通コンタクトライン（総合窓口） 

電話：0120-933-200 

受付時間：9時～17時30分（土曜日・日曜日・当社指定の休業日を除く） 

 

≪報道関係者お問い合わせ先≫ 

PerceptIn Japan合同会社 

担当：川手恭輔 

PiJapan.info@perceptin.io 

 

富士通株式会社 

広報IR室 

電話：03-6252-2174（直通） 
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日本工営㈱、応用地質㈱、日本郵便㈱
㈱みずほ銀行、みずほ情報総研㈱、㈱BlueLab

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリティ
エネルギー

物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・人
材育成
その他

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

提案団体名：

○提案内容

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

1.【安全・安心】
1-1）見守り
高齢者と家族の安心安全のために、郵便局社員が定期的（毎月1回/30分程度）に高齢者宅を訪問。会話を通じ
て生活状況を確認し、その結果を家族や自治体に報告。
＜実績＞
2017年からサービス展開中。全国で多数の導入実績あり。
1-2)遠隔コミュニケーション（医療・健康支援）
自治体がもつIPネットワークやインターネット回線を活用し、自治体（保健福祉センター）や診療所等の医療機
関、高齢者宅をテレビ電話（IP電話機）で接続。遠隔地との医療（問診）や医療・健康相談の環境を整備。
＜実績＞
約50の自治体、8万台超の戸別テレビ電話機の導入実績あり。
1-3）防災
自然災害をモニタリングし、観測データをクラウド上で管理。メールやGIS等による情報提供の他、APIによる他シ
ステムとの連携により、防災情報を効率的かつ効果的に活用。また、島内の人的リソースを活用し、協働で防災
システムの維持管理を実現。
＜実績＞
常時観測から発災後の2次災害防止用途まで、国、自治体向けに目的に合わせた最適な観測システムソリュー
ションを多数提供中。

2.【移動支援】情報通信システムを活用した利便性の高い交通網の構築
2-1)航路の安定的な運航と利便性の向上
航路運行情報の乗り継ぎ検索システムへの対応と、リアルタイムでの欠航情報の提供により、利便性の向上を
目指す。
＜実績＞複数の地方公共団体における公共交通総合連携計画策定調査業務委託 （航路再編）に参画。

2-2)島民に対する公共交通機関の再編
　人口密度の小さな地域において、路線バスやデマンド交通のデザインを適切に行い、持続可能な交通システ
ムを導入し、住民の外出促進や健康増進、来訪者の回遊性向上を目指す。乗合交通の配車システムを活用し、
デマンド交通の利便性を高める。複数の交通サービスで連携した決済方法の導入を目指す。
＜実績＞公共交通網形成計画策定業務を通じて過疎地における公共交通再編や路線バスとデマンド交通の組
合せによる運行システム構築を実施。

2-3)観光客に対する二次交通の確保
島内で生産したエネルギーの地産地消による地球環境にやさしい移動サービスの導入。利用者の目的、嗜好に
合わせて様々なモビリティおよび利用拠点を提供する（バス、コムス、電動自転車、バイク）。
＜実績＞離島におけるITSを活用したEV車両導入の実証事業において、計画から運営まで参画。

3.【エネルギー】次世代エネルギーシステムの構築によるエネルギーの地産地消とレジリエンスの強化
3-1)次世代エネルギー（太陽光発電、小水力発電設備）の導入
離島の未利用エネルギー（土地、水資源）を最大限活用して次世代エネルギーを導入 し、島嶼部の電力需要の
大半を担っている火力発電所での化石燃料の使用量を削減する。→脱炭素、エコアイランド、エネルギー地産
地消の推進、火力発電所の停止時の電源確保
＜実績＞国内8か所 約2.7MWの小水力発電事業実績、太陽光発電設備の導入（自社工場160kW、郡山市内
750kW）、モニタリングサービスの販売（約200か所）、その他、設計・施工管理案件多数実績あり

3-2)エネルギーマネジメントサービス（EMS）の提供
島内に導入されている太陽光、風力発電、蓄電池をEMSで制御し火力発電所の運転効率が悪い時間帯に充放
電することで、発電所の燃費を向上させる。災害時に火力発電が停止した際には、太陽光、風力、蓄電池を
EMSで制御して、 避難所など重要施設への電力供給を維持する。さらに、電動モビリティの停車・停留時間に電
池を充放電制御するなど、EMSを島内移動手段に活用する。
＜実績＞道の駅防災機能強化型次世代エネルギー導入（岐阜県）、スマートコミュニティ用EMSの導入（福島
県）、自社工場EMSの導入（福島県）、系統用蓄電池用EMSの導入（イギリス）、電気自動車の充放電制御

4.【キャッシュレス】
4-1)QRコードを活用した、キャッシュレスでの決済手段の提供
現金の維持管理コストが高くセミクローズドの経済圏である離島においてキャッシュレス化による決済手段の多
様化と地域経済活性化を支援する。
＜実績＞
みずほ銀行は、全国の約90の金融機関（※1）と協働して、QRコードを活用したスマホ決済サービス「J-Coin Pay」
を、2019年3月1日より展開中。銀行法に基づき提供するサービスとして、安心・安全な決済手段をご提供。（※2）

（※1）参画金融機関の顧客基盤は合算で約8,000万口座
（※2）預金保険制度による保全等も含む

また、デジタル地域回数券の実証実験を2019年12月から2020年1月まで実施。（山口県周防大島）。
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別添の参考資料に、当団体によるスマートアイランドの取組の考え方を記載。

1.【安全・安心】
＜高齢者が安心して暮らせる地域社会の実現＞
・高齢者の見守り訪問を通して得られる、高齢者の健康状態などの情報を定期的（1回/月）に把握。地域に暮ら
す高齢者の情報を高頻度で更新し、買物や移動、災害時に支援が必要な高齢者を把握することで、高齢者に暮
らしやすい環境を整備し災害時の高齢者の安全性向上を実現。
＜医療・健康サービスの充実＞
・テレビ電話により、遠隔地からの問診や健康相談を実現する環境を構築し、離島の医療サービスを充実する。
また、消防署と連携したテレビ会議による緊急通報環境の整備により、救急・救命活動の迅速化と最適化を目
指す。
＜防災情報の効果的活用＞
・防災IoTセンサを活用したモニタリングにより、防災行政の最適化と効率化を実現。また、防災情報を高齢者向
け社会福祉や観光、交通等と共有・連携することで、地域社会全体の安全・安心を向上。

2.【移動支援】
＜離島の特性を考慮した住民や観光客に使いやすい移動手段の実現＞
・新しい公共交通体系や観光客利用の交通体制の構築
・定期航路に対する現在のニーズに対応した運営改善
・交通サービスのリソース（事業者、人員）が限られた環境であることを考慮した、持続的な公共交通の運営
・エネルギーの有効活用、環境的な持続可能性による、定住促進や観光振興に向けたイメージアップ

3.【エネルギー】
＜次世代エネルギーによる化石燃料の使用量削減＞
・次世代エネルギーの整備によるエコアイランド、低炭素社会およびエネルギー地産地消の実現
・次世代エネルギーによる災害時の電源確保
＜災害時におけるエネルギーレジリエンスの強化・グリーンスローモビリティ導入＞
・島内の次世代エネルギーと蓄電池システムをEMSで制御することによる電力コストの低減、災害時のレジリエ
ンスの強化
・島内の移動手段として導入する電動モビリティの停車・停留時間に電池を充放電制御することで、系統安定
化、施設への電力供給を最適化および災害時の電源確保

4.【キャッシュレス】
＜島民および観光客の利便性向上＞
・島民は、キャッシュレス支払により、限られたATM拠点網に縛られることなく、日常の購買活動が可能。（＝生
活利便性の向上）
・観光客においては、多額の現金を持ち歩く必要なく、スマートな支払行為が可能。
＜店舗運営の効率化と消費の促進＞
・島内の店舗は、現金ハンドリングコストを削減。（＝残業代等の人件費削減や人手不足対応等）
・現金支払のみの場合に逸失していた観光消費を捕捉。また、クーポン配信機能を活用し、ターゲット顧客に対
する効果的なプロモーションも展開可能。
・海外QRコード決済事業者との連携により、インバウンド需要も取込可能。

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

【離島の課題解決イメージ】

（３）その他
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みずほ情報総研株式会社
【キャッシュレス】

笹原 亮太 03-5281-5406 ryouta.sasahara@mizuho-ir.co.jp

応用地質株式会社
【安全・安心】

堀越 満 03-6260-8577 horikoshi-mituru@oyonet.oyo.co.jp

株式会社みずほ銀行／
株式会社BlueLab
【キャッシュレス】

佐藤 泰弘 03-6627-8388 yasuhiro.sato@bluelab.co.jp

（代表）日本工営株式会社
【移動支援・エネルギー】

遠藤 和志 03-3238-8153 a5512@n-koei.co.jp

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）
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【技術①】

【技術②】

【技術③】

【技術④】

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

復建調査設計株式会社 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

新たなモビリティの活用と運行支援システム

分散型エネルギーシステム

防災・復旧復興技術

AI・IoTを活用した漁業資源管理システム/獣害対策システム

１)地域資源を活かした地産エネルギーの確保
　弊社では、自治体等が実施する各種再生可能エネルギー事業を、適地選定からFS調査、導入計画の策定、設計、
施工・管理まで、トータルで支援しています。また、大学との連携による食品廃棄物（焼酎粕や食品工場で発生する残
渣）など様々な地域資源を活用したエネルギー事業の技術開発、マイクロ水力発電の開発も行っています。さらに、限り
あるエネルギーの有効活用を図るため、既存施設を対象とした省エネルギー設備（BEMS・高効率給湯器など）の導入に
伴うFS調査などの実績も有しています。
２）地産地消型エネルギーシステムの構築支援
　地域循環共生圏の構築を目指した地産地消型エネルギーシステムの構築検討を行っています。また岩手県宮古市
では東日本大震災後、塩害地域の大規模発電事業にも参画しています。

１)グリーンスローモビリティ
　近年、多様化する地域課題を公共交通の側面から解決し、同時に脱炭素化を促進するツールとして「グリーンスロー
モビリティ（以下、グリスロ）」への注目が高まっています。グリスロの導入効果を高めるには「Green-Slow-Safety-Small-
Open」といった車両特性を十分理解し、導入エリアの特性・環境にうまくマッチングさせることが重要です。
　弊社は全国20余地域のグリスロ導入事業に携わり、運行・導入企画、実証調査、事業化支援などに取り組んでいま
す。また、超小型モビリティや自動運転などの実証事業経験も豊富で、地域課題や地域特性に応じたモビリティマネジメ
ントを行います。
２)公共交通の運行支援システム
　公共交通の担い手不足は問題が深刻化し、その確保・維持・改善のためには地域の実情に合った事業展開を組み立
てることが重要です。弊社では、東日本大震災後の被災地等でデマンド型の地域交通の運行支援を行ってきた実績も
有しています。予約システムやアプリの開発、AIスピーカーの活用等により運行の効率性や公共交通利用の利便性を高
める仕組みづくりにも取り組んでいます。
３)無人ボート
　i-Constructionの推進などを背景に、測量分野においても無人機の利活用が積極的に検討されています。弊社ではこ
の技術を早期に取り入れUAV写真測量やUAVレーザ計測の実証実験を行い、事業展開を図ってきました。近年は、深
浅測量等で活用していた無人ボートを活用し、少量貨物の島間輸送の導入可能検証、運行プランニングも行っていま
す。

１）音響トモグラフィや各種センサーを用いた漁場モニタリングシステム
　高度経済成長期以降、沿岸域の劣化に伴い供給される水産資源量は減少傾向にあります。弊社ではこれまで生息基
盤となる浅場のみならず、魚礁や築磯などの蝟集施設まで含めた総合的な視点で水産資源の監視・増殖の支援を行っ
てきました。その実績をもとに、これまで測定にコストがかかっていた漁場の潮流や水温等を、音響トモグラフィや各種セ
ンサーを用いて低コストかつ広範囲に計測可能なモニタリングシステムの開発を行っています。
２）AI漁礁システム
　１）で測定された漁場モニタリングデータと、水中カメラ＋簡易に設置可能な漁礁（高強度ネットとカキ殻を使用した軽
量で持ち運び可能な漁礁）を組み合わせることで、漁礁に集まる魚類や魚が獲れる時期をAIで判定し、漁業者にアプリ
でお知らせするシステムの開発を行っています。
３）IoTによる害獣捕獲システム
各地で鳥獣による農作物被害が懸念される中、弊社では赤外線測距センサーと猪捕獲用の罠の組合せにより、猪の侵
入を検知したら罠を自動的に作動させるシステムと、猪が捕獲されたことをユーザーに知らせるアプリの開発なども行っ
ています。

交通・モビリ
ティ
物流

エネルギー
環境

防災
その他

環境
産業

１）防災総合計測システム
　のり面、地すべり、長大後続物等について崩壊からの前兆を事前に察知できる遠隔監視システムを導入し、完全自動
による監視体制を構築しています。
２）無人航空機（ドローン）
　橋梁等のインフラ点検、土砂災害等の被災状況の把握について、無人航空機(ドローン)を活用し、迅速かつ効率的な
防災・復旧対応を行います。
３）事前復興プラットフォーム
　弊社では、発生が予測される南海トラフ地震等を想定し、その被害を最小化につなげる都市計画やまちづくりに寄与す
る「事前復興まちづくり」に取り組んでいます。事前復興は、自治体による防災施策の一環として行われるべきものであり、
その検討に資するよう、各処に分散した情報を収集・一元化する産官学連携型の「事前復興情報プラットフォーム」も構
築しています。このプラットフォームをベースに南海トラフ巨大地震等に備えた事前復興計画策定にも取り組んでいます。

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野
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【課題①】

【課題②】

【課題③】

【課題④】

※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

部局名 担当者 連絡先（電話）

インフラ点検管理の困難さや災害時の避難・復旧・復興遅延

農水産業をはじめとした地域産業の振興

　国内6,852の島嶼のうち、離島振興法による離島振興対策実施地域に含まれる有人離島は255島。その約半数の島
が瀬戸内海にあります。瀬戸内海は古来より交通の大動脈として栄え、島々は航行する船の寄港地として重要な役割を
担ってきました。しかし、近年では大多数の島々で過疎化と高齢化の問題が深刻化し、集落機能が低下、日常生活やコ
ミュニティの維持も難しい状況になっています。

h-yamane@fukken.co.jp
f35300@fukken.co.jp

なお、離島の問題は年々多様化しており、適宜、弊社と異なる技術を有する地元企業とタイアップしながら、課題解消に向け検討してい
きます。

　高度経済成長期以降の沿岸都市の集中と重工業化、海砂採取等により瀬戸内海の漁場環境は悪化は大きな課題
です。特に水産業は離島の主産業であり、水産資源の安定的確保に向けた漁場の整備・開発や種苗の放流，藻場や
干潟等の稚魚の育成環境の保全整備にあわせ、水産資源を利用する漁業者自らが、関係資源の状況等に合わせ、科
学的、合理的な資源管理へ計画的に取り組むことが重要です。
　また、近年、瀬戸内の島々では猪による農作物への被害が拡大し、耕作を放棄する畑も増えています。耕作放棄地の
増加は、餌を求める猪を集落にまで出没させ、島民に危害を与える事例も出ており、捕獲と被害防止の両面から対策強
化が求められています。

規模が小さく、高齢者の多い島内外の人流・物流

　離島のインフラの点検管理には様々な制約があります。また大きな災害が発生した際には離島の復旧復興は遅れる
傾向がみられます。インフラの遠隔監視による事前の危険察知と警報システムによる早期避難誘導、事前復興の立案
による早期復興に寄与します。

　離島の多くは公共交通機関がなく、島民の日常生活、生産活動、救急活動等の面で移動手段の確保が大きな課題と
なっています。特に島内は狭隘で急カーブ・急勾配の道路が多く、一般車両の進入できないエリアも少なくありません。
日常はもちろん、南海トラフ地震の発生が懸念される瀬戸内海の離島においては、緊急時の交通弱者対策も喫緊の課
題です。
　その中、弊社が導入を支援するグリーンスローモビリティは一般車両よりも小型で、高齢者でも比較的運転しやすい小
型の電動モビリティです。エネルギーコストが高く、運転手の担い手も少ない離島には特に有効であり、平常時とあわせ緊
急時の運用方法も定めておくことで島のソフト防災対策にもつながります。さらには、定期航路や海上タクシーとも連携を
図ることで陸海のシームレス化を図ることも可能です。
　人流に加え、離島は物資の輸送が重要であり、無人ボートあるいはドローンにて少量物資、緊急時の医薬品等の輸送
を効率的かつ迅速に行うことも可能です。

災害時のエネルギー確保や燃料確保
　離島は、ガソリン・灯油類の流通コストが高く島民負担の大きいことが課題であり、再生可能エネルギーの導入など、 新
たなエネルギー施策の検討が求められています。
　瀬戸内海沿岸は全国的にも日射量の多い地域で、太陽光発電等の地産エネルギーの活用によりエネルギーコストの
低減が期待できる地域です。ただ瀬戸内海は多島美に代表される優れた景観を有しており、周辺環境と調和のとれた
中での再生可能エネルギーの導入が求められます。弊社は、自社が有する分散型エネルギーシステムの導入に係る各
種技術によって、効率性、環境性、経済性等の多様な観点から最適な再生可能エネルギーの導入場所・方法等の提
案が可能です。
　また、再生可能エネルギーは蓄電池と組合せることで島内の耐災害性強化にも寄与します。前述するグリーンスローモ
ビリティとの組みわせによるエネルギーシステムの構築も有効です。

経営管理本部
社会デザイン創発センター

山根　啓典
川上　佐知

082-506-1844

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

（３）その他

連絡先（メール）
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

NTTドコモ　第一法人営業部 國田　優 03-5156-2081
yuu.kunita.tu@nttdocomo.c
om

(株)NTTドコモ （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで
ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

（３）その他

様式１

鹿児島県肝付町にて、
高齢者の日々の移動手段として
2019/9/30より本格運行開始

導入事例

累 計 1 9 地 域 に て 、

2 5 万 人 を 超 え る

輸 送 実 績 が ご ざ い ま す

• 既存の生活路線バスでの移動が
困難な島民にとってのライフライン
確保を目的とする

• 利用者は、スマートフォンまたは
電話にて予約を行い、リアル
タイムな配車予約が可能

• 乗降場所の柔軟な設置や締切
の無い予約が可能となり、利用
者の利便性向上に寄与できる

実証イメージ例(与那国町でのAI運行バス活用事例)
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

提案団体名： ジーマックスソリューション（株） （複数団体による提案も可とします）

○提案内容：各離島でも本島と同様にIoTを利用できるようにする

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

【製品】
 弊社が所有するハイブリッドクラウドプラットフォーム（クラウド）
Wisbrain（SaaS、PaaS）を活用

技術
①映像転送技術
②エッジAI技術

導入実績
国土交通省　河川監視
国土交通省　富士山監視
南極地域観測隊　昭和基地
IoT農園　ベトナム
ロジスティック　ベトナム
※本実証実験に近い導入実績のみ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

離島におけるIoTの課題はその特殊性から本島で求められる技術では対応できない場合が多い。

本提案では下記3つを解決するテーマとする。

①ロバスト（環境の変化といった外乱の影響）による通信性能障害
②低コストでのネットワークインフラの構築
③低コストで簡単なメンテナンスシステムの構築

  

（３）その他

本実証実験ではアマチュア無線を使った通信技術を使う。
理由：業務用の無線設備で送信免許とるのは、仕様もきちんと決めないと無理だが、アマチュアであれば実験段階で免許とれる
ので実験するには便利な為。
アマチュア無線は、低い周波数から高い周波数まで使えますが、今回は比較的低い周波数（数百MHｚくらい）を使い高出力で送
信したい。
430MHzであれば、100Wとかも出せる。さすがに、21MHｚとかで１ｋWだしても、通信速度が遅くてIP通らないので、そこそこの周
波数（VHF-UHF帯）で高出力。
離島間であれば、10W-50Wくらいで十分と予想する。

   以上やることにより、離島にも関わらずあたかも５Gの環境のようなサービス運用をめざす。

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

ジーマックスソリューション（株） 大井　淳司 03-5315-4065 ohi@zms.co.jp

様式１
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

以上のプロジェクトを実現するには、弊社の高い安全性のバッテリーCambrianが必要不可欠となり、高いソリューションを提供で
きると考えます。島国日本における離島を活性化させることが本当の意味での島国となり、さらに日本全土へ離島からグリーン
な社会を訴える働きかけを行っていきたいと考えます。

（３）その他

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

PJP Eye株式会社・Laboratory6株式会社 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

弊社は九州大学と共同開発の上、次世代バッテリーであるカーボンバッテリー"Cambrian"を開発し、量産に成功
しております。
Cambrianの特徴として。
・高い安全性(活物質と酸素の結合が強固なため、熱暴走のトリガーとなる酸素が単独で発生しない)
・急速充電(通常4時間くらいかかる充電時間を20分でのフルチャージを実現)
・サスティナブルな開発(バッテリーにレアメタルを使わず枯渇資源に依拠していない)
・エコフレンドリー(枯渇資源に依拠しておらず、物理的なマイニングが必要なく、Co2削減に寄与)
これらのバッテリーを活用し、パーソナルモビリティ(電動アシスト自転車、電動バイク、電動キックスクーター等)
の開発が完了しており、それらのプロダクトはすべて急速充電することが可能となっている。
また、チャージングスポットについてもCambrianを搭載した再生可能エネルギーによるオフグリッドのチャージン
グスポット(マイクロパワープラント)を開発しておりそれらのユビキタス化による再生可能エネルギーの有効活用
を行う。
さらに、マイクロパワープラントは災害時の給電スポットとしても有効活用が可能。
今後は無線給電によりドローン(自社での開発も進行中)の急速充電とすることにより、巡回、配送用ドローンが
止まり木のように充電し、バッテリー問題を解決するソリューションを提供いたします。

【離島の交通手段としての有効活用】
弊社開発モビリティを離島での交通手段んとして有効活用を行う。公共交通機関が少ない離島においてmaas(モ
ビリティ・アズ・ア・サービス)の考えのもと、機能する。島において、電動アシスト自転車、電動バイク、電動キック
スクーターを使い、排ガス規制への早期対応を行い、グリーンツーリズムを実現する。これらのモビリティの種類
は複数あり、小回りが利くもの、買い物に使えるもの、オフロードタイプなど多種多様なニーズに応える。観光目
的の人などへのシェアリングについても急速充電のソリューションがあるため、一番のネックとなるバッテリー充
電にかかるコストなども削減できる。
また、チャージングスポットを島に配置することにより、オフグリッドでの再生可能エネルギーの活用につながり、
今後のエネルギー問題、環境問題の最先端であるスマートアイランドの実現に寄与する。
【離島の災害時エネルギー対策】
離島において災害時(台風・地震)にブラックアウトした場合、本島からの工事などが間に合わず長期的なブラック
アウトとなることも想定される。その際にマイクロパワープラントのユビキタス化により島内いたるところに
Cambrian搭載しているチャージングスポットがあることにより災害時蓄電している部分からの給電や、再生可能
エネルギーによる給電を行う。また、前述のモビリティが普及していれば、モビリティに急速充電し、そのモビリ
ティを避難場所に乗っていくことにより、モビリティ内バッテリーより給電することも可能。さらに常時においては、
グリッドコントロールでチャージングスポット間、家屋間をつなぎ、島内のエネルギー最適化を行う。

代表取締役 小山淳(オヤマジュン) 03-6450-4392 june@pjpeye.tokyo

様式１
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

メトロウェザー・NTTコミュニケーションズ （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

  ドローン技術の急速な発展に伴い、インフラ点検・メンテナンス、物流にドローンが用いられることが多くなって
いる。特に離島では現在、物流に対する輸送コストが高い上、人口減少に伴って輸送の担い手不足が深刻化し
つつある。そこでドローンによる離島間輸送がクローズアップされており、将来、離島間輸送はドローンが担って
いくと考えられる。一方、ドローンが飛行する地上から200〜300mの高度の気象は、風の乱れが多く大小様々な
乱流が形成されているとされ、その乱流に巻き込まれることによりドローンが落下する可能性がある。これから
急速にニーズが拡大していく中で、課題となっているのがドローンの離着陸時の風況のリアルタイムモニタリング
とルート上の数時間先までの細かな風況予測である。この課題を解決するために、小型ドップラー・ライダーをド
ローンポートや通信鉄塔に展開し、ドローンポート周辺の3D風況を監視するとともに、これらの測定データを超詳
細な（メッシュがメートル単位の）風況シミュレーションに取り込み精度を向上させながら、ドローンが飛行する
ルート上の3D風況予測を実現する。
実績：
平成28年1月25日　NEDO研究開発型ベンチャーに対する事業化支援事業採択
平成28年9月23日　米国国防総省基礎研究予算（SBIR）採択
平成29年1月31日　NEDO企業間連携スタートアップに対する事業化支援採択
平成30年8月8日     NEDOベンチャー企業等による新エネルギー技術革新支援事業採択
平成31年4月16日　NTT Communications Open Innovation Program 採択
平成31年4月23日   三菱東京UFJ銀行 第6回 Rise Up Festa ロボット先端技術部門　最優秀賞受賞
令和元年12月11日  NTT Communicationsと「鉄塔/無線中継所とドップラーライダーの組み合わせ
　　　　　　　　　によるリアルタイム風況SDPFビジネスの創出」で事業連携開始

　ドップラーライダーと超細かな風況シミュレーションを組み合わせドローンポート周辺のリアルタイム風況と飛行
経路上の風況予測、ウインドアラートを離島間輸送を担っているドローンオペレータに配信。このようなシステム
を構築することで、離島間ドローン輸送の安全、安心を確保する。

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

参考資料を添付いたします

（３）その他

様式１
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メトロウェザー 東　邦昭 0774-46-2002 info@metroweather.jp
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